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人権労働・参加協働ＷＧ委員名簿 

2018年 2月 13日現在 

【委員】 

河合 純一 
組織委員会アスリート委員会副委員長 

(独)日本スポーツ振興センター主任専門職 

河合 弘樹 日本労働組合総連合会総合企画局企画局 部長 

黒田 かをり (一財)CSOネットワーク 事務局長・理事 

崎田 裕子 
ジャーナリスト・環境カウンセラー 

NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット 理事長 

関 正雄 
明治大学 経営学部 特任准教授 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 CSR室 シニアアドバイザー 

土井 香苗 ヒューマン・ライツ・ウォッチ 日本代表 

パトリシア 

バダー・ジョンストン 
シルバーバーチアソシエーツ株式会社 代表取締役社長 (CEO) 

原 陽一郎 
東京都オリンピック・パラリンピック準備局 

総合調整部 計画運営課長 

加藤 いずみ 東京都総務局 人権部 企画課長 

（敬称略） 

 

【オブザーバー】 

勝野 美江 
内閣官房東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技

大会推進本部事務局 参事官 

（敬称略） 

 

資料 1 



1 人権等 大目標 p18,3行目 第9回DGで指摘されている性自認に加え、性表現も追加してください。 ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

2 人権等 施策の柱立て
p20,16行目

以降

差別がない大会運営を目指すのであれば、日本の社会状況を変革するための取り組みが必要だと思います。また、残念なが

ら差別的行為があった場合に、適切な対応を取ることも大切です。よって、その他共通事項に以下の追記をお願いします。

・人権尊重と反差別のメッセージを組織委員会として発信し続けること

・差別的言動に対するモニタリング、対応機関の設置（関係者からの報告を受け、調査をし、適切な措置をするための機

関）

ご意見は、人権労働分野の配慮にあたっての具体的事項

であり、今後の計画本文の策定作業の参考とさせて頂き

ます。

3 人権等 大目標 p18 案2が良いと思います。 (Respect of Diversity) ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

4 参加等 大目標 p22 案３が良いと思います。 (Engagement for everybody with free (&informed) consent) ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

5 人権等 施策の方向性 p19,１点目
ぜひ宣言していただきたいと思います。

（ビジネスと人権に関する指導原則）
ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

6 参加等 施策の柱立て p23,②

今後仕組みを検討される上では、ボランティアの大原則である「自発性・自主性」を奪わず「学び」が生まれ、またボラン

ティアをやりたいと思ってもらえるようにコーディネートを考える必要があると思います。ボランティアコーディネート

は、仕事やアルバイトとは、声の掛け方一つ取っても異なります。そのため普段アルバイトをコーディネートしている方が

ボランティアをコーディネートすることには反対します。 ボランティアに関する施策は、これまで既にボランティアに気づ

きを生むコーディネートを模索し実践してきた団体が、直接運営に関わり協働していく必要があると考えます。人を相手と

する施策ですので、意見を聞いて仕組みだけ作ってもうまく運営できるものではないからです。 また、年間何千人ものボラ

ンティアが所属し活動している団体が参加すること自体が、国民参加に繋がるのではないでしょうか。

ご意見は、ボランティア業務の具体的な実施方法に関す

ることですので、同業務を担当するセクションにお伝え

させて頂きます。

7 人権等 大目標 p18
第2案に「人権」を追加して、「多様性と人権の尊重」を提案します。 「多様性」だけでは、人権と公正な事業慣行の分野

をカバーできないと思われます。
ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

8 人権等 施策の方向性 p18

「.....差別等がなく、」以下について代替案を提示します。 「サプライチェーンを含め、児童労働、強制労働、人身取引に加

担せず、過重労働を助長しない大会を目指す。」  SDGsに世界共通のゴールとして撤廃の目標が掲げられ、重大な法令違反

である児童労働、強制労働、人身取引と、日本の課題である過重労働は、並列ではなく区別することを提案します。また、

本来的には「無くす」ことを目標とすべきだと考えます。

ご意見の箇所は、人種の差別から過重労働までのすべて

において、助長しない大会を目指すものとして記載した

箇所であり、全体の並びも含め、今後の検討の参考とさ

せて頂きます。

対応

「東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会 持続可能性に配慮した運営計画 第二版」

の「人権・労働・公正な事業慣行分野」「参加・協働・情報発信」に関するパブリックコメントへの対応について

ご意見箇所 該当箇所 ご意見番号

<寄せられたご意見等＞

分野

　〇募集概要

　募集期間：平成２９年１２月２７日～平成３０年１月１６日

　募集方法：公益財団法人オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会のホームページに「持続可能性に配慮した運営計画第２版の検討内容」掲載し意見を募集。

　〇募集結果

　意見総数：２５件８６事項　　うち、人権労働等分野２０事項、参加協働分野５事項
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9 人権等 施策の柱立て p20

  第1に、指針の策定が必要だと思われます。   代替案 ①多様性と人権の尊重および公正な事業慣行に関する指針の策定   個

別目標の小項目は、ロジカル、システマティックに整理が必要です。異なるレベルや異なる実践方法のものが混在している

ようです。   対象が職員に限定されている感がありますが、アスリート、ボランティア、観客などを含む大会への参加者、

および大会の準備・運営にかかわるすべての人（建設、調達および調達先など）を対象とした多様性と人権の尊重を目指す

べきだと思います。そのうえで、研修、周知、実践、それぞれについて対象者を明確に示す必要があります。   オリンピッ

ク・パラリンピックを日本における多様性と人権の尊重を促進する機会にするような取り組みも含めることを提案します。

運営計画第2版は、大会の持続可能性への配慮に当た

り、その基本的考え方（指針のようなもの）や目標、具

体的施策を記載することとしており、人権等の分野につ

いてもその他の分野同様に記述を予定しています。

また、対策については、職員に限定することなく実施す

る必要があると考えており、取組の具体化を進めていく

予定です。

10 人権等 大目標 p18 案2が良いと思います。 (Respect of Diversity) ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

11 参加等 大目標 p22 案３が良いと思います。 (Engagement for everybody with free (&informed) consent) ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

12 人権等 施策の方向性 p19,１点目
ぜひ宣言していただきたいと思います。

（ビジネスと人権に関する指導原則）
ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

13 参加等 施策の柱立て p23,②

今後仕組みを検討される上では、ボランティアの大原則である「自発性・自主性」を奪わず「学び」が生まれ、またボラン

ティアをやりたいと思ってもらえるようにコーディネートを考える必要があると思います。ボランティアコーディネート

は、仕事やアルバイトとは、声の掛け方一つ取っても異なります。そのため普段アルバイトをコーディネートしている方が

ボランティアをコーディネートすることには反対します。 ボランティアに関する施策は、これまで既にボランティアに気づ

きを生むコーディネートを模索し実践してきた団体が、直接運営に関わり協働していく必要があると考えます。人を相手と

する施策ですので、意見を聞いて仕組みだけ作ってもうまく運営できるものではないからです。 また、年間何千人ものボラ

ンティアが所属し活動している団体が参加すること自体が、国民参加に繋がるのではないでしょうか。

ご意見は、ボランティア業務の具体的な実施方法に関す

ることですので、同業務を担当するセクションに伝えさ

せて頂きます。

14 人権等 計画の構成要素p18,3行目

「性自認」を例示として加えるべきである 理由：近年はオリンピック・パラリンピックにおいて性自認を念頭においたルー

ル作りもなされてきており、国連や国内の文書等でも性的指向・性自認がセットで用いられるようになってきている。入ら

ないのは不自然であり、性自認の軽視と受け取られかねない。

ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

15 人権等 施策の柱立て p20,各行

・「配慮」を「尊重」へ修文すべきである。 理由：「配慮」だと、上から目線であり、不十分でも「配慮」したと言い訳さ

れることにもつながる。

・モニタリング体制について、個別目標にも書き出すべきである。 理由：人権分野の取り組みが啓発のみにとどまり、実態

を伴わないというようなことがないようにすべきである。

・「②労働への適正な配慮の実践」に関して、労働分野におけるさまざまな人権について特記すべきである 理由：調達コー

ドでも、労働分野の人権尊重は特記されており、ここもならうべきである。

一つ目のご意見：今後の検討の参考とさせていただきま

す。

二つ目のご意見：モニタリングについては人権に限らず

重要であり、マネジメントの一つとして、分野横断的に

記載することを検討しています。

三つ目のご意見：ご意見は計画本文の記述内容に関する

ものであり、今後の計画策定作業の参考にさせて頂きま

16 参加等 施策の柱立て p23,14行目

【原文】④国内外への情報発信

⇒ 会場で観客に販売する物品についてカーボンオフセットを行うことは有効と考えられますが、このとき観客を低炭素化に

“巻き込む”ためにはISO14067等の国際規格に基づいた製品のカーボンフットプリント（CFP）を合わせて表示することが有

効と考えます。

ご意見も踏まえ施策の具体化に向けた検討を進めていき

ます。

17 人権等 施策の方向性 p18、1行目
「性自認」を例示として加えるべきである 理由：近年はオリンピック・パラリンピックにおいて性自認を念頭においたルー

ル作りもなされてきており、入らないのは不自然であり、性自認の軽視と受け取られかねない。
ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。



18 人権等 施策の柱立て

ｐ２０

1、７、１

５行目)

・大会に関わる全ての人々に対する人権等の配慮方策の実践 意見：「配慮」を「尊重」へ修文すべきである。 理由：大目標

を「尊重」と修文したのであれば、ここも揃えるべき 意見：モニタリング体制について、個別目標にも書き出すべきであ

る。 理由：人権分野の取り組みが啓発のみにとどまり、実態を伴わないというようなことがないようにすべきである。

 ・労働への適正な配慮の実践 意見：労働分野におけるさまざまな人権について特記すべきである 理由：調達コードでも、

労働分野の人権尊重は特記されており、ここもならうべきである。

 ・その他共通事項 意見：「・人権等のへの配慮方針の策定」は「人権等の尊重方針の策定」と修正すべきである。 理由：

大目標を「尊重」と修文したのであれば、ここも揃えるべき

一つ目のご意見：今後の検討の参考とさせていただきま

す。

二つ目のご意見：モニタリングについては人権に限らず

重要であり、マネジメントの一つとして、分野横断的に

記載することを検討しています。

三つ目のご意見：ご意見は計画本文の記述内容に関する

ものであり、今後の計画策定作業の参考にさせて頂きま

す。

四つ目のご意見：今後の検討の参考とさせていただきま

す。

19 人権等 大目標 p18,1行目

「人種や肌の色、性別、性的指向、言語、 宗教、政治、障がいの有無等による差別等がなく、」とありますが、ここに「性

自認、性表現」も加えていただきたく思います。国際的なスポーツ大会、スポーツ組織はもとより、ビジネスの面において

も、性自認や性表現という言葉は使用される機会が増えているので、そうした流れにも準ずるべきと考えます。関係者の方

全てに適切な知識と意識を持ってもらいたいと願います。

ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

20 人権等 施策の柱立て p20、1行目

①大会に関わる全ての人々に対する人権等の配慮方策の実践とありますが、「配慮」ではなく「尊重」へ修正をすべきでは

と考えます。18ページの大目標においても「尊重」が採用されており、その目標に準じた表現にしていただきたいと思いま

す。また関連する項目を洗い出し、すべて「尊重」と揃えるべきかと思います。

ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。

21 人権等 施策の柱立て p20、7行目
労働分野における様々な人権について特記していただきたい。明文化が重要です。調達コードでも労働分野の人権尊重は特

記されています。

ご意見は計画本文の記述内容に関するものであり、今後

の計画策定作業の参考にさせて頂きます。

22 人権等
計画の構成要

素
6行目

環境分野に比べて、人権のトーンが弱い。SDGsを持ち出すなら、ビジネスと人権をより前に出すべき。これでは日本のNAP

策定にも繋がらないのではないか。

人権労働等の分野は、東京2020大会の主要課題の一つで

あり、今後、取組の具体化に向けた検討を進めていく予

定です。

23 人権等 施策の柱立て

・国連ビジネスと人権指導原則が求める、人権デューデリジェンスを公式サプライヤー企業等にも求めるべきではないか。

・仕組みとして、人権救済メカニズムを導入するべき。

・大会終了後の人権評価の明記。

組織委員会の調達コードでは、サプライヤー企業等に対

し、（人権を含む）持続可能性に関するリスクを適切に

確認・評価した上で、それに応じた体制を整備すべきと

しています。

なお、大会終了後の人権評価がどのようなものを指すか

明らかではありませんが、持続可能性配慮全般につい

て、しっかりと報告を取りまとめていく予定です。

24 人権等 施策の方向性 p18,3行目

（４）人権・労働・公正な事業慣行分野

１）「当分野の全体的方向性」

意見：「性自認」を例示として加えるべきである

理由：近年はオリンピック・パラリンピックにおいて性自認を念頭においたルール作りもなされてきており、入らないのは

不自然であり、性自認の軽視と受け取られかねない。

ご意見も踏まえ検討を進めさせて頂きます。



25 人権等 施策の方向性 p20,2行目

・大会に関わる全ての人々に対する人権等の配慮方策の実践

 意見：「配慮」を「尊重」へ修文すべきである。

 理由：大目標を「尊重」と修文したのであれば、ここも揃えるべき 意見：モニタリング体制について、個別目標にも書き出

すべきである。 理由：人権分野の取り組みが啓発のみにとどまり、実態を伴わないというようなことがないようにすべきで

ある。

・労働への適正な配慮の実践

意見：労働分野におけるさまざまな人権について特記すべきである

理由：調達コードでも、労働分野の人権尊重は特記されており、ここもならうべきである。

・その他共通事項

意見：「・人権等のへの配慮方針の策定」は「人権等の尊重方針の策定」と修正すべきである。

一つ目のご意見：今後の検討の参考とさせていただきま

す。

二つ目のご意：ご意見は、計画本文の記述内容に関する

ものであり、今後の計画策定作業の参考にさせて頂きま

す。

三つ目のご意見：今後の検討の参考とさせていただきま

す。



人権労働等の配慮にあたり組織委員会が管理し得る範囲及び具体的取組等について
１．第1回WGの議論を踏まえた整理

① 対象範囲

➤人権労働等の配慮の対象範囲は、基本的に大会の準備運営に関わる全ての範囲とし、以下の通りとする。

主体： 組織委員会（有給スタッフ、ボランティア）、コントラクター（各種の委託事業者）、都・国・関係自治体、 IF、
NOC・NPC、 OF／PF等、アスリート、マーケティングパートナー、OBS・ライツホルダー、プレス、観客・イベント
参加者、視聴者・社会一般、学校、NGO、サプライチェーン関係者※ 等

期間： 準備期間、開催期間、会場撤収期間
場所・場面： 競技会場内、オフィス、競技会場外 ・ 職務上、プライベート

※ サプライチェーン関係者に関わる事項は、調達WGで議論。

② 上記対象範囲において、組織委員会が「直接管理し得る範囲」、「影響を及ぼし得る範囲」について

➤第２回WGで引き続き議論

③ 「直接管理し得る範囲」、「影響を及ぼし得る範囲」における具体的取組と、特に力点を置くべき事項について

➤第２回WGで引き続き議論

資料３

＜用語説明＞
IF(International Federation)：国際競技連盟 NOC(national Olympic Committee)：各国オリンピック委員会 NPC(National 
Paralympic Committee)：各国パラリンピック委員会 OF(Olympic family)：IOC会長・IOC委員など。 PF(Paralympic family)：
IPC会長・理事など。 OBS(Olympic Broadcasting Services)：オリンピック放送機構。オリンピックのホスト放送局 ライツホル
ダー：オリンピックの放送権を有している放送事業者



直接管理する範囲 他の組織を通じて影響を及ぼす
範囲

個々人に直接影響を及ぼす
範囲

発生予防 組織委員会（有給スタッフ・
ボランティア）、
コントラクター（各種の委託
事業者）、
サプライチェーン関係者

都・国・関係自治体、 IF、
NOC・NPC、 OF／PF等、アス
リート、マーケティングパート
ナー、OBS・ライツホルダー、
プレス、学校

観客、イベント参加者、視
聴者、社会一般

発生後対応 組織委員会（有給スタッフ・
ボランティア）、
コントラクター（各種の委託
事業者）、
サプライチェーン関係者
観客、イベント（組織委主
催）参加者

同上 イベント（組織委以外が主
催）参加者、
視聴者、社会一般

２．組織委員会が「直接管理する範囲」、「影響を及ぼす範囲」について

＊下線は、「発生予防」と「発生後対応」とで異なる対象範囲を示す。



直接管理する範囲 他の組織を通じて影響
を及ぼす範囲

個々人に直接影響
を及ぼす範囲

発生予防に
関する取組

・一般教育研修（着任者研修、
D&I研修等）

・職務等に応じた教育研修
（FA毎の研修、OJT）

・運営マニュアルへの配慮施
策の組込み
ex）会場アナウンスにおけ
る配慮された表現

・取組の理解促進に向けた関係
組織へのレクチャー

・左記と同様の取組の働きかけ
（要請）

・会場運営や広報活動を通じ
た「呼びかけ」や「メッ
セージ発信」
＊取組効果を勘案し重点化

発生後対応
に関する取
組

・事態の速やかな把握
・加害者への是正等の対応や
被害者の保護等を主体的に
実施。

・状況変化の把握や悪影響の
拡大防止

・配慮体制の構築及び運用

・事態の速やかな把握
・関係組織に連絡し対応を依頼

＊依頼後の状況確認をどこまで行うかは、
権限等の関係も含め検討が必要

・状況変化の把握や悪影響の拡
大防止

・配慮体制の構築及び運用

・事態の速やかな把握
・加害者への是正等の対応や
被害者の保護等を主体的に
実施。

・状況変化の把握や悪影響の
拡大防止

・配慮体制の構築及び運用

３．「直接管理し得る範囲」等における具体的取組と特に力点を置くべき事項について

＊上記事項は、管理又は影響を及ぼしえる範囲において取り組むべき事項を記載しており、取組の質・量
に一律的な差を設けるべきではなく、状況を踏まえた臨機応変な取組の実施が必要。



２）大目標（ゴール）

その他の案：「多様性と調和」「ダイバーシティ＆インクルージョンの確保」

１) 当分野の全体的方向性

人権労働等分野の目標とその達成に向けた取組等について

資料４

案：多様性の尊重 ～誰もが楽しめる開かれた大会～
（Respect of Diversity）

＊赤字はH29年12月27日のパブコメ案からの変更箇所

国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」を踏まえ、人種や肌の色、性別、性的指向、性自認、
言語、宗教、政治、社会的身分、障がいの有無等による差別等がなく、児童労働や強制労働、過重
労働を含めそれら課題について、間接的にも助長せずしない、助長していない場合であっても人権
への負の影響を防止又は軽減するように努める大会を目指す。

また、腐敗行為や反競争的な取引等に関与しない公正な事業慣行が確保された大会を目指す。



【参考】委員会等における主な有識者意見※すべての意見は、後頁【参考】に記したURLでご覧いただけます。

・ 先進国でありおもてなしの国・日本であるからこそ、世界に先駆けて、自主的に国連の「ビジネスと人権に関する
指導原則」をしっかり守ると宣言し、未来の五輪に模範を示し、悲惨な人権侵害を繰り返させないためのレガシー
を打ち立てるべき（第7回ＤＧ）

・ 人権尊重五輪に向けた青写真を描くのが運営計画です。世界の期待に応える戦略策定が期待される（第7回ＤＧ）

・ 全体的方向性の「間接的にも助長しない」という表現が、児童労働や強制労働、過重労働にのみかかっているよう
に読めなくもないので、人種差別などにもかかるものとして書き方を工夫して欲しい（第8回ＤＧ）

・ 国連の指導原則を柱として、「助長の回避」に限らず、助長していない場合であっても行動する、という部分が抜
け落ちている（第8回ＤＧ）

・ 多様性という言葉は良いが、調和とか配慮といったニュアンスはふわっとしている。人権侵害をなくす、関与しな
いということをきちんと述べるべき。ｲﾝｸﾙｰｼﾞｮﾝも盛り込んだ大目標にすべき（第9回ＤＧ）

・ 大目標の「多様性」をどうするかという文言について、「調和」とか「配慮」ではなく「尊重」という言葉にすべ
き。人権の尊重といってもよいのではないか。Ｄ＆Ｉという言葉も分かるにようになってきている。国連の「ビジ
ネスと人権に関する指導原則」という文言も入れるべき。また、例示に宗教、性自認、社会的身分という言葉も入
れるべき（第9回ＤＧ）



３）ゴールに向けた主な個別目標と目標達成に向けた取組

目標 具体的取組

１．大会に関わる全ての人々に対する人権等の配慮方策

目標　職員※へのＤ＆Ｉ意識浸透、育成の機会提供 ・Ｄ＆Ｉ戦略の策定・展開

・幹部からのメッセージ発信、外部有識者の講演

・Ｄ＆Ｉハンドブックの作成・展開

・研修の実施（障がい者平等研修、LGBT研修、接遇サポート研修、語学研修　等）

・ HP等を活用した東京2020組織委員会、東京都、パートナーの取り組み紹介　等

・ガイドラインの策定

・関係者トレーニングの実施

・施設へのガイドライン適用

・多目的トイレの設置、配慮したサイネージなど施設上の配慮

・大会運営計画にＤ＆Ｉを反映した取組を記載し、実践

・各機能部署の大会計画策定へのD&I反映、運営推進フォロー
　→WG等の枠組みを通じて

２．労働への適正な配慮方策

目標　多様な人材の確保 ・障がい者、女性、海外人材等、多様な人材確保を図る

目標　柔軟かつ多様な働き方の実践・確保 ・テレワーク・フレックス等の多様な働き方を可能とする制度の充実

・超過勤務の縮減に向けた諸施策

・相談窓口の周知・活用促進

目標　研修の適切な実施 ・管理職研修の実施

３．公正な事業慣行等の配慮方策の実践について

目標　公正な事業慣行に配慮した調達の確保 ・ビジネスチャンスナビの活用

目標　アクセシビリティの確保（指針の策定及び実施）

目標　職場環境の適切な整備

※ボランティア、ワークフォース（リーダー）へも研修等を通じた理解の浸透を図る

目標　ステークホルダー（パートナー）との連携

目標　大会施設・運営時における配慮の実践

←主な個別目標に修正



2枚目のスライドについて、

・人権等の配慮の具体的取組として、「大会施設・運営時における配慮の実践」に「人権労働等分
野の配慮体制の構築及び運用」を追加
・労働等の配慮の具体機的取組として、「職場環境の適切な実施」に「人権労働等分野の配慮体制
の構築及び運用」を追加



【参考】委員会等における主な有識者意見※すべての意見は、後頁【参考】に記したURLでご覧いただけます。

・ 人権に関しては、調達以外の全体感のある個別目標を立てる必要がある（第8回ＤＧ）

・ Ｄ＆Ｉ（ダイバーシティ&インクルージョン）に関しては研修をしているとのことだが、これに限らず、包括
的に人権の問題について理解を促す機会をきちんと設けるべきではないか（第8回ＤＧ）

・ 人権の分野は、国際的な文脈ではエンゲージメントが足りないという不満がある（第8回ＤＧ）

・ Ｄ＆Ｉの戦略策定は重要。スタッフの意識の浸透が中心になっていると思うが、よりすべての関係者に向けた戦
略にしてほしい（第9回ＤＧ）

・ 海外では、移住労働者の人権侵害が特に大きい問題となるが、そういったことや、ジャーナリストやNGOの自
由の尊重などを検討すべき（第9回ＤＧ）



0

案：自由な参加型社会 ～誰もが楽しめる開かれた大会～

（Engagement for everybody with free (& informed) consent）

持続可能性への配慮の最大化に向け、大会関係者のみならず、広く国民、事業者、自治体等の

参加・協働による取組の広範な実施と情報発信を目指す。

１) 当分野の全体的方向性

２）大目標（ゴール）

参加協働分野の目標とその達成に向けた取組等について

資料５

その他の案：全員参加とレガシーの継承、国民各界各層の参加・発信



1

３）ゴールに向けた主な個別目標と目標達成に向けた取組

主な個別目標 目標達成に向けた具体的取組

様々な主体との協働の創出 ・持続可能性スポンサーネットワークの設置運用
・「tokyo2020アクセシビリティ・ガイドライン」の展開

・その他団体等と協働

人材育成を通じた参加の創出 ・職員によるボランティア活動の推進

・ボランティア人材の活用と育成（各種研修の実施）

・環境学習の実践による参加創出（意識向上プログラムの実施）

参加協働を促すプロジェクトの実施 ・国民参加型事業の実施
（みんなのメダルプロジェクト、東京2020参画プログラム）

・教育を通じた参加協働の推進（大学連携事業）

・自発的な参加協働の形成・推進（関係事業者等との連携）

国内外への情報発信 ・観客への情報発信

・大会関係者への情報発信

・マスメディアへの情報発信



2

【参考】委員会等における主な有識者意見※すべての意見は、後頁【参考】に記したURLでご覧いただけます。

・ 自由な参加型社会という表現もある（第9回ＤＧ）

・ ワーキングがないものを心配している。大気・水・緑・生物多様性と参画・協働が弱いかなと。特にエンゲー
ジメントが今の体制ではとても弱い。持続可能性に関わる、外からの懸念や声に、きちんと対話して丁寧に対
応していくというプロセスを作っていただきたい（第7回ＤＧ）

・ 国民的な運動を推進していくためにも、参加協働のワーキングがあった方が良いと思うので設置を検討してほ
しい（第7回ＤＧ）

・ ボランティアの活用と育成という表現にしたらどうか（第9回ＤＧ）

・ 参加協働のところでスポンサーネットワークの記述があるが、そういった方々の意見を聞きながら進めていく
必要がある（第9回ＤＧ）



関係者ヒアリングの実施 

 

 

〈発表者〉 

資料６－１：「東京 2020大会とＬＧＢＴ」 

      認定特定非営利活動法人 グッド・エイジング・エールズ代表 

松中権様 

 

資料６－２：「若者・社会起業家の参画・協働の可能性」 

      特定非営利活動法人 エティック代表理事 

宮城治男様 

 

〈意見提出者〉 

資料６－３：「難民保護の視点から」 

      特定非営利活動法人 難民支援協会代表理事 

石川えり様    

   

資料６－４：「日本におけるトランスジェンダーの課題」 

      株式会社 ニューキャンバス代表 

杉山文野様 

 

資料６－５：「人権労働・参加協働にかんする意見書」 

      特定非営利活動法人 移住者と連帯する全国ネットワーク理事 

鳥井一平様 

 

資料６－６：「東京オリンピック・パラリンピックを共生社会への一里塚に」 

      公益社団法人 自由人権協会理事 

旗手明様 

 

 

 

 

 

資料６ 



東京2020大会とLGBT

認定NPO法人グッド・エイジング・エールズ
代表 松中 権

2018年3月7日

資料６－１



2020年に向けて：支援・応援を発信する社会

© Good Aging Yells .  All Rights Reserved.

世界における
Diversity & Inclusionの流れ

平昌オリンピック
ポジティブなニュース

メディアを通した
お茶の間での発信

広がる日本の自治体・企業の
制度・取り組み

© 虹色ダイバーシティ



2020年に向けて：差別・偏見に自覚的な社会

© Good Aging Yells .  All Rights Reserved.

炎上発言
竹下亘氏「同性パートナー、出席反対」

トランスジェンダー 更衣室・トイレ訴訟
一橋大学アウティング訴訟

広辞苑「LGBTが加わるも、
説明を間違え、訂正」

マクドナルド「罰ゲーム」打ち切り
フジテレビ「保毛尾田保毛男」謝罪

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwj22YCakezRAhWMU7wKHaZCA64QjRwIBw&url=https://tsuiran.jp/word/132027/daily?t=1481050800&bvm=bv.145822982,d.dGc&psig=AFQjCNGyZzBBUAol7Pc8xwCCJaGdjE8HjQ&ust=1485943526557580


東京2020大会におけるLGBTの取り組み
＜方針＞

© Good Aging Yells .  All Rights Reserved.

LGBTを含めた多様性を
祝祭し、前向きに発信する

取り組み

LGBT等の性的マイノリティへ
差別をなくし、安心を提供する

取り組み

広げる支える ステークホルダーごとに
両輪で進めることが肝要



東京2020大会におけるLGBTの取り組み
＜施策案＞

© Good Aging Yells .  All Rights Reserved.

多様性の祝祭
前向きな発信

差別の解消
安心の提供

選手・アスリート ボランティア等 観客・観光客

・アライアスリート
による発信

・レインボー
シューレース

・同性パートナー
の帯同者

・カミングアウト
選手ネットワーク

・選手村における
情報発信

（セクシュアル・
ヘルスも含めて）

・トランスジェン
ダー 選手のケア

・相談窓口
（・難民申請時？）

・当事者ボランティ
アスタッフの参加

・交流機会の創出
・アライバッジ等の

導入による可視化
・多様なカップル

ボランティア等の
アイコン施策

・ボランティア研修
・ハンドブック
・スタッフユニフォ

ームの配慮
・相談窓口
・緊急時マニュアル

・聖火＆イベント
・応援グッズ販売
・祝祭エリア等での

情報発信
・民間NPOと連携
（プライドハウス、

パレード、多様性
スポーツ祭等）

・大会会場における
トイレやサイン

・「家族」の範囲
・周辺宿泊施設等

への働きかけ
（安心マップ等）
・相談窓口
・緊急時マニュアル



東京2020大会におけるLGBTの取り組み
＜施策案＞

© Good Aging Yells .  All Rights Reserved.

教育・スポーツ界 メディア 企業

多様性の祝祭
前向きな発信

差別の解消
安心の提供

・オリンピック教育
における発信

・NFやJOCと連携
した、アライ
アスリート発信

・カミングアウト
したアスリートの
招聘と交流機会

・対話プロセスの
公開

・東京2020オリジ
ナル副教材

・アントラージュの
プログラム化

・組織委員会LGBT
関連施策に特化し
たリリース

・最新情報（トラン
スジェンダー選手
参加条件等）更新

・プレスセンター
での情報発信

・メディア向けの
表現ガイドライン

・記者懇談会

・応援企業ネット
ワーク

・文化プログラム
・経団連等の経済

団体との連携
（SDGs文脈含め）

・社会起業家などの
巻き込み

・調達コードの
運用計画
（PRIDE指標等の
チェック機能）

・相談窓口
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NPO法人ETIC.（Entrepreneurial Training for Innovative Communities.）
〒150-0041 渋谷区神南1-5-7 APPLE OHMIビル4F
TEL:03-5784-2115 / FAX:03-5784-2116

ウェブサイト：http://www.etic.or.jp
メールアドレス：info@etic.or.jp

代表理事 宮城治男

2020をソーシャルイノベーションの契機に
～若者・社会起業家の参画・協働の可能性～

東京オリンピック･パラリンピック競技大会組織委員会
人権労働・参加協働ワーキンググループ

資料６－２
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若者参画
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ロンドンオリンピック・パラリンピック

• 中間支援組織(ポディウム)として、教育機関をサポート

✓ ポディウムはイングランド高等教育財政会議（Higher 
Education Funding Council for England）と技能助成局
（Skills Funding Agency）の資金提供により2007年に創
設され、7年間にわたって活動を展開しました。オリンピ
ックにおけるパートナーシップの促進を目的に、大学向
けには研究契約やメディアへの露出機会の情報を集約し
て提供し、また、メディア向けには大学の研究や専門知
識を紹介するなど、仲介役として非常に重要な役割を果
たしました。

• 主な役割

✓ すべての専門教育カレッジと大学がオリンピック参加へ

✓ ビジネスと教育の専門家をつなぐ

✓ 大学と大会をつなぐ仲介役として

Matthew Haley, freelance media consultant, formerly a 
Podium employee 
ヘイリー氏はこう説明しています。「ポディウムは良い仕事を
しましたが、もっと人手があればもっと多くの事が成し遂げら
れたと思います。年次会議を開き、毎年各地域でワークショッ
プなど開催しましたが、きっとこれ以上の事ができたと思いま
す。」 © 2016 British Council, Japan
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大学生

×

多くの競技者が、下記のメダリストの表を参考にしても、10代後半～20代前半で活躍をしている。し
かしながら、組織員会や、運営組織においては、直前の大会期間中に学生ボランティアとしては関わっ
ているが、実際に大会のプランニング、実施において若者参画の可能性は限定されている。
今回踏み込んだかたちで大学生が参画し、仕掛けるかたちで同世代が同世代を盛り立てるオリンピッ
ク・パラリンピックを実施することが、TOKYO発で次世代に繋ぐ、レガシーになる可能性があると考
えられる。

15歳 19歳 20歳 21歳 22歳 23歳 24歳 25歳 26歳 27歳 28歳 29歳 30歳 32歳 33歳

1名 2名 3名 7名 12名 5名 7名 6名 6名 9名 2名 1名 1名 2名 1名

リオデジャネイロオリンピックメダリスト（団体選手含む）年齢分布

43名 22名
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大会組織委員会へ、学生局発足

現状 未来

チーフ・
スチューデント・

オフィサー

新設

学生局

新設

東京オリンピック・パラリンピックからスタートし、今後の大会に対して受け継がれていく、
学生を組織委員会に位置付けたというレガシーにする。
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若者が支える大会への可能性

• 学生

✓ 学生局代表（チーフ・スチューデントオフィサー）、副代表×2名を学生インタ
ーンとして、組織員会に位置付ける（任期１年間 再任可能）

✓ 関わり方、業務内容により、インターン（有償/奨学金的位置づけ）とボランテ
ィア（無償 / 交通費・実費は負担）を位置付ける。

✓ 業務イメージ

• 各局から学生活用について要望を受け付け、業務を遂行

• 大学内での、東京大会の広報活動及び、貢献活動を実施 など

• 支援組織

✓ トビタテ留学JAPAN、当法人など、学生支援を実施している組織をアドバイザ
リーとして、位置づけをし、リスクや成果を担保していく。

• 大学

✓ 単位認定や、ギャップイヤー等を制度を積極的に活用し、学生が東京大会を盛
り上げていける機運を創出
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アイデアソン

• テクノロジーサービス局によるアイデア
ソンの試みがスタート

→これを拡大できないか

第1回

「パラリンピックをテクノロジーで盛
り上げよう」

2016年11月27日開催

第2回

「大会観戦で日本中・世界中を熱狂さ
せる新しい情報メディアのカタチを考
える」

2018年3月25日（日）9:00-17:00
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社会起業家の参画
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社会起業家とは
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社会課題解決中マップ

• 未来予測から未来意志へ

• 2020年を契機ととらえ、社会課題を解決していく仕掛けを社会起業家にともに、
取り組んでいく仕掛け

社会課題解決中マップ

SDGs取組中マップ
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事例（2020へ民間非営利組織（NPO）の挑戦）

• 視覚障害者の方にアテンドされて暗闇の空間を五感で感じる、世界41カ国で親し
まれているソーシャルエンターテイメント「ダイアログ・イン・ザ・ダーク」「
ダーク=暗闇」での体験が日本では有名ですが、「ダイアログ=対話」シリーズに
は他にも様々な体験があります。現在、ダイアログ・イン・ザ・ダーク・ジャパ
ン代表の志村真介さんは、その全てのシリーズが体験できる「ダイアログミュー
ジアム」Museum of Diversity and Inclusionを2020年東京にオープンするための
準備を進めています。

• 『認定NPO法人グッド・エイジング・エールズ』代表の松中権さん。ご自身がゲ
イの当事者であることも活かしながら、「カラフルな(多様な)人たちがいるからこ
そ楽しい」と言える世の中を目指しています。 2020年のオリンピック・パラリン
ピック開催を前に、松中さんが中心になりながら、東京にLGBTとアライの交流拠
点『PRIDE HOUSE』をつくるプロジェクトが始まりました

• 為末さん「これから僕は、アスリート一人につき一つの社会課題にコミットする
"ONE ATHLETE, ONE ISSUE"という考え方を広めたいと考えています。

• アスリートにとっても社会全体を把握するためのよい機会となりますし、社会の
側から見ても、一つの競技に全力でコミットしているアスリートの示す生き方は
、人のマインドセットを変えられる力を持っています。実際に課題解決の実務を
担うことができなくても、"メッセンジャー"として社会に伝えていくことにおいて
、アスリートは適任だと思います。」
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社会起業家からの提案
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社会起業家の活躍で、市民の参画とソーシャルイノベーションの加速へ

• 社会起業家からの提案、調達等を促進するプラットフォームの創設

✓ パリ、ロサンゼルスとの連携も睨む

• あらたな参画を提案を加速する財源の確保

✓ クラウドファンディング、ふるさと納税、休眠預金、企業の協賛等
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アプローチ

Collective Impact
社会全体が複雑化してきている中で、課題に対して、課題を顕在化し、一番最初に取り組んでいく
社会起業家から、行政、企業、NPO、市民などがセクターを越え、同時に課題に対する働きかけを
行うことにより、課題解決や大規模な社会変革を目指す取り組み。

結果・成
果の共有
化

セクター
を超えた
コミュニ
ケーショ
ン

全体を支
える組織

連動・補
完するア
クション

共通の
課題設定

ギャザリング＆ネットワーキング

他セクターが集う場を設計し、
議論し学びあう場の創出

プランニング＆アクション

リーダーシップをとる個人・法人と共
に、課題解決に向けたアクションを実

施していく。

コーディネー
ション
＆

資金調達

*Collective Impact (John Kania & Mark Kramer (2011) Stanford 
Social Innovation Review).



オリンピック・パラリンピック 2020年東京夏季大会 

難民保護の視点から 

2018年 3月 6日 

認定 NPO 法人 難民支援協会・代表理事 

石川えり（ishikawa@refugee.or.jp） 

 

 

１．難民についての背景情報 

・2017年末で 7000 万人が避難を余儀なくされている。 

・日本における難民は、インドシナ難民、個別に認定を受けた難民、難民申請者等をあわせて約２万人。 

・昨年の日本における難民は難民申請者約２万人、認定をうけた難民は２０人、第三国定住（マレーシアに滞在する

難民）による受け入れ２９人、シリア難民留学生の受け入れ 19人＋家族など。 

・2018年をめどに、新しい難民保護の枠組み（難民に関するグローバルコンパクト）が採択される予定 

 

２．大会・会場に関する施策 

・難民当事者の大会内での可視化、何らかのコミットメントの確保（選手としての参加は難しいであろうため、日本

で可能性があるのは在日の難民による語学ボランティア等か？シリア難民によるアラビア語など） 

・2016年結成されたに難民選手団の情報発信、日本での応援団の結成。 

・多言語インフラの創設（オリンピック村内・競技場のみならず、多様な関係者が利用可能な語学インフラの整備）

＋「やさしい日本語」の普及 

 ※参考：2002 年日韓ワールドカップを機に、神奈川県で県医療通訳派遣システム事業が本格化 

 ※多言語対応協議ポータルサイトが発展し、大会後のインフラとして維持されていくことにも期待 

 

３．コミュニケーションに関する施策 

・人種差別を認めない（No Racism）というメッセージの発信 

 

４．レガシーづくりに関する施策 

・No Racism、Diversity、Inclusion についてのメッセージを発信 

・多言語対応のインフラが大会後にどのように残っていくか。 

・「やさしい日本語」の普及 

 

５．難民の保護 

・オリンピックに参加、取材、観戦に来た外国人が故郷の政変などにより帰国できなくなった場合には難民申請が確

保される必要があり、そのために担当省庁（法務省）、国際機関、NPOとの連携が必要。 

 

以上 

資料６－３ 



日本におけるトランスジェンダーの課題 

株式会社ニューキャンバス 代表取締役 

杉山文野 

 

① 性同一性障害とトランスジェンダー 

● 性同一性障害  

→ 医学的診断名（人の個性や性質を表すものではない） 

● トランスジェンダー 

→自身のアイデンティティーのひとつとして語る言葉 

 

日本では 1998年に埼玉医科大学で性別適合手術か行われてから「性同一性障害」

という言葉がメディア等を通して注目されるようになり、「障害」という認識

で広まった。しかし、グローバルには、医療的なサポートは必要だが「障害」

ではなく多様な生き方のひとつという認識となっている。米国の精神障害の診

断と統計マニュアルも「Gender Identity Disorder（性同一性障害）」ではな

く「Gender dysphoria（性別違和）」と変更され、WHOが定める疾患分類である

ICDでは、次回改定である ICD-11において身体疾患でも精神疾患でもないとい

う位置づけに変更予定。一方日本では、未だに障害というイメージが根強い。 

2004年から施行された「性同一性障害特例法」により一定の条件を満たすと戸

籍上の性の変更が可能となり、現在までに約 8000名が戸籍変更を行ったが、戸

籍変更の条件は非常に厳しい。 

 

戸籍変更条件 

一  二十歳以上であること。 

二  現に婚姻をしていないこと。 

三  現に未成年の子がいないこと。 

四  生殖腺がないこと又は生殖腺の機能を永続的に欠く状態にあること。 

五  その身体について他の性別に係る身体の性器に係る部分に近似する外観

を備えていること。 

 

特にこの四、五はリプロダクティブ・ヘルス／ライツの観点から見ても人権侵

害以外の何者でもなく、この条件は直ちに見直しが必要である。全てのトラン

資料６－４ 



スジェンダーが手術を望むわけではなく、どの段階までの性別移行を望むかは

それぞれだが、この条件のために、自身の性別違和を解消するための手術では

なく、戸籍変更のために望まない手術を行う者もおり大きな問題となっている。 

グローバルには戸籍変更条件から手術要件は削除されている。ちなみに 2017年

スウェーデン政府は、性別変更手続きに伴い強制的に不妊手術を受けさせられ

たトランスセクシュアルたちに賠償金を支払っている。（詳しくは別紙 1,2参

照） 

 

② 生活での困りごと 

トイレや更衣室などのように男女二分されるところでは性別移行期のトラン

スジェンダーはどちらも使用しづらく、男女兼用や誰でもトイレなど配慮が

必要とされる。またトランスジェンダーの子どもに男女別の制服等を強いる

ことが不登校につながるケースもある。 

また、見た目と戸籍上の性の不一致から各種手続きでトラブルになる。 

Ex, 履歴書、パスポート、免許証、投票所など 

 

③ トランスジェンダーにまつわる訴訟 

別紙３参照 

 

 

 



トランスジェンダーの性別の変更・手術要件に関するグローバルデータ （マップ版）
＊Trans Legal Mapping Report (ILGA, 2016)参照
＊ヨーロッパについてはTrans Rights Europe Map and Index (TREI, 2017)参照

濃灰：性別変更不可

グレー：不明

性別の変更が可能

青：手術要件なし

赤：手術要件あり

黄：不明



                                            
¹ International Lesbian, Gay, Bisexual, Trans and Intersex Association (ILGA). Trans Legal Mapping Report 2016: Recognition before the law. 2016. 

http://ilga.org/downloads/TLMR_ENG.pdf 

² Trans Rights Europe Index (TREI). Trans Rights Europe Map & Index 2017. 2017. http://tgeu.org/trans-rights-map-2017/ 
3 アメリカ- ワシントン、カルフォルニア、ハワイなどの 10 州では性別適合手術はいらない。オレゴン、ネバダ、ユタなどの 12 州では性別の変更は可能であるが、詳細につ

いては不明。アリゾナ、ニューメキシコ、モンタナなどの 22 州では性適合手術の証拠が必要である。オクラホマ、テキサス、オハイオなどの 4 州では政策が曖昧/ない。ア

イダホとテネシーの 2 州では性別の変更ができない。 
4 オーストラリア- 州によって何が要件とされるかは違う。南オーストラリア、西オーストラリアでは不妊手術を要件としないがニューサウスウェールスでは必要とされる 

House of Assembly. Births, Deaths and Marriages (Gender Identity) Amendment Bill 2016. 2016. https://www.legislation.sa.gov.au/ 
5 ギリシャ- ILGA (2016)によると、「おそらく手術を受ける必要性はないが、不明確である (“presumably without requirement for surgery, but unclear”)」(p. 34)と書かれ

ているが TREI (2017)によると、ギリシャは不妊手術を要件としている 
6 パキスタン- 第三の性を登録することは可能であるが、トランスジェンダーの人々にそれ以外の選択肢が与えられているかについては不明 (ILGA, p. 20)。 
7 バングラデシュ- 第三の性“hijra”に登録することは可能だが、性別の移行はできない (ILGA, 2016, p. 15) 
8エストニア- ILGA (2016, p. 32) によると、医学的介入・手術、精神鑑定などが要件とされる。TREI (2017)の調べでは、不妊手術はいらない。 
9 ハンガリー- ILGA (2016)の調べでは、ハンガリーは性別自体を変更することができないとされているが TREI (2017)によると、ハンガリーは「不妊手術が必要」となってい

る。 
10 ドイツ- Law on the Alteration of Forenames and the Determination of Sex in Especial Cases の 8 条によると、性別を変更するためには、子どもを妊娠することができ

ない状態であり、外性器の手術を受けていないといけないとある (ILGA, p. 34)。一方 Trans Rights Europe Index (TREI) (2017)ではドイツは不妊手術がいらない国である

とされている。 

Trans Rights Europe Index (TREI). Trans Rights Europe Map & Index 2017. 2017. http://tgeu.org/trans-rights-map-2017/ 
11 ベトナム- 2017 年に施行される法律では、「性適合手術」か「手術」のどちらかが要件とされることになる (ILGA, 2016,p. 23)。 
12 ベラルーシ- 精神医学、心理学、内分泌学、婦人科・泌尿器科、遺伝子「検査」などは必要である (ILGA, 2016, p. 28) 
13 ポーランド- ILGA (2016, p. 40)によると、ポーランドで性別を変更するには、生殖器の検査などが要件とされる。TREI (2017)では不妊手術は必要ないとされている。 
14 メキシコ- ILGA (2016, p. 53)の調べによると、メキシコシティのみで性別変更/不妊手術が不要である。それ以外の地域については不明。  

性別の変更が可能 (計 77 ヵ国) 
性別の変更が 

不可能 
不明 

手術要件なし 手術要件あり 不明 

アメリカ3（州により違いあり） アメリカ³（州により違いあり） アンゴラ アメリカ領ヴァージン諸島 アルバ 

アルゼンチン アルメニア キプロス アンドラ アングィラ 
アイスランド アゼルバイジャン キルギス エルサルバドル イギリス領バージン諸島 

アイルランド インドネシア ザンビア グアテマラ キュラソー 

イギリス オーストラリア（州により違いあり）4 スワジランド コスタリカ グアデループ 

イタリア 韓国 ナミビア コソボ ケイマン諸島 

インド キューバ ニュージーランド サモア サン・バルテルミー 

ウクライナ ギリシャ5 ネパール ジャマイカ サン・マルタン 
ウルグアイ ジョージア パキスタン6 ジンバブエ シント・マールテン 

エクアドル シンガポール バングラデシュ7 セントルシア タークス・カイコス諸島 

エストニア8 スイス ボツワナ タイ マルティニーク 

オーストリア（州により違いあり）⁶ スリランカ マラウイ チリ モントセラト 

オランダ スロバキア マレーシア ドミニカ共和国  

カナダ スロベニア モザンビーク ニカラグア  

クロアチア チェコ 南アフリカ ハイチ  

コロンビア トルコ  パラグアイ  

スウェーデン 日本  ハンガリー9  

スペイン ニュージーランド  フィリピン  

デンマーク パナマ  ブータン  

ドイツ10 フィンランド  ブラジル  

ノルウェー ブルガリア  ブルネイ  

プエルトリコ ベトナム11  ベネズエラ  
フランス ベルギー  ペルー  

ベラルーシ12 ボスニアネルツェゴビナ  ホンジュラス  

ポーランド13 香港  マケドニア  

ボリビア モンゴル  モナコ  

ポルトガル モンテネグロ  モルディブ  

マルタ ラトビア  レソト  

メキシコ14 (メキシコシティのみ) リトアニア    
モルドバ ルーマニア    

 ルクセンブルク    

 ロシア    

     
     

トランスジェンダーの性別の変更・手術要件に関するグローバルデータ 
＊Trans Legal Mapping Report (ILGA, 2016)¹参照 

＊ヨーロッパについては Trans Rights Europe Map and Index (TREI, 2017)²参照 

 

15 

30 

32 

28 

12 

計 117 カ国 

http://ilga.org/downloads/TLMR_ENG.pdf
http://tgeu.org/trans-rights-map-2017/
https://www.legislation.sa.gov.au/LZ/B/CURRENT/BIRTHS%20DEATHS%20AND%20MARRIAGES%20(GENDER%20IDENTITY)%20AMENDMENT%20BILL%202016/B_AS%20INTRODUCED%20IN%20HA/BIRTHS%20IDENTITY%20AMENDMENT%20BILL%202016.UN.PDF
http://tgeu.org/trans-rights-map-2017/
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2015年11月 
性同一性障害の経産省職員、国を提訴 

性同一性障害の愛知県の４０代会社員
が２８日、職場でカミングアウトを不
当に強制されて精神的苦痛を受け、う
つ病を発症したとして、勤務先の愛知
ヤクルト工場（同県日進市）に３３０
万円の損害賠償を求める訴訟を名古屋
地裁に起こした。 

2016年6月 
「カミングアウトを強制された」 

愛知ヤクルト工場を提訴 
心身ともに女性として生活する京都市
の40代経営者がフィットネスクラブか
ら戸籍上の性別である男性としての利
用を求められ人格権を侵害されたとし
て、運営元のコナミスポーツクラブ
（本社・東京）に472万円の賠償を求
めて25日、京都地裁に提訴した。 
（2017年　和解成立） 

2015年12月 
性同一性障害のフィットネス会員提訴　 
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2018 年 3 月 6 日 

 

東京オリンピック・パラリンピックについての持続可能性に配慮した運営計画 

人権労働・参加協働にかんする意見書 

 

特定非営利活動法人 移住者と連帯する全国ネットワーク（移住連） 

代表理事 鳥井一平 

〒110-0005 東京都台東区上野 1-12-6  3 階 

TEL：03-3837-2316  FAX：03-3837-2317 

 

 

 私たちは、この社会で暮らす外国人移住者とその家族の生活と権利を守り、自立への活

動を支え、よりよい多民族・多文化共生社会を目指す個人、団体による全国のネットワー

ク組織です。 

 東京オリンピック・パラリンピック（以下、東京五輪）について、持続可能性に配慮し

た運営計画策定へのご準備に敬意を表します。また同大会における基本コンセプトのひと

つとして「多様性と調和」、すなわち「人種、肌の色、性別、性的指向、言語、宗教、政治、

障がいの有無など、あらゆる面での違いを肯定し、自然に受け入れ、互いに認め合うこと」

が掲げられていることを支持いたします。 

 一方で、2017 年 6 月末現在、日本には約 250 万人の外国籍者が暮らし、外国にルーツを

もつ日本国籍者も含めるとより多数となります。にもかかわらず日本社会が多民族・多文

化社会であるという認識は未だ十分ではありません。 

 またここ数年、とりわけ日本国内に住む在日コリアンに対するヘイトスピーチが深刻化

しています。2016 年にいわゆる「ヘイトスピーチ解消法」が施行されましたが、同法はヘ

イトスピーチを禁止する旨の規定がない理念法に過ぎないこともあり、その後もヘイトデ

モは続いており、特にネット上のヘイトスピーチは野放し状態です。さらに、ヘイトクラ

イムともいうべき事件も起こっています。去る 2 月 23 日には、東京都千代田区にある在日

本朝鮮人総聯合会（朝鮮総聯）中央本部の前に、男２人が車で乗りつけ、建物に向かって

拳銃の弾を数発撃ち込む事件が発生しました。これに対しネットでは、犯人の行動を批判

する声よりも、逆に賞賛したり、やむを得ないと容認する声が溢れました。 

 

 このような雰囲気の中で開催される東京五輪だからこそ、組織委員会が率先して、反レ

イシズムのメッセージを力強くアピールしていかなければ、大会が、ともすれば「排外的

な愛国主義」の助長に利用される危険があると考えます。 

 私たちは、今回の大会が、日本が多様な人びとから構成される社会であるという認識を

広め、国内で渦巻く非寛容・排外主義に対する歯止めとなり、多様な人びとの共存を促進

するきっかけになることを切に願っています。その一助となるよう、人権労働・参加協働

にかんする観点から、運営計画に以下の項目を盛り込むよう提言いたします。 

 

 

資料６－５ 
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1. 日本が多民族・多文化社会であるという認識を広め、共生につなげる取り組みを実施、

奨励すること 

 

2. 人種差別・ヘイトスピーチ・ヘイトクライムを許さないという姿勢を明確にし、そうし

た差別・暴力にかんする教育・啓発の取り組みを実施、奨励すること 

 

3. オリンピックの準備・実施にかんする企業活動における、移住労働者・民族的マイノリ

ティを含む労働者の人権侵害を防止すること。またそのための教育啓発やモニタリングを

実施すること 

 

4. NGOとの連携による人権・参加協働に関わる取組みを拡大すること 

 

 

＜具体的方策についての提案＞ 

●組織委員会からのアピール 

・「ヘイトスピーチ、人種差別、人権侵害を許さない」旨の宣言文及びキャッチコピーの作

成（キャッチコピーは素人が作らず、必ず、プロに作ってもらうこと） 

・宣言やキャッチコピーを、各種掲示物や広告媒体へ掲載 

・当該メッセージを打ち出すイメージ動画を作り SNS で拡散 

・外国人フレンドリーなお店であることのアピールに使ってもらうべく、「私たちは多様性

を尊重するサービスを提供します」「私たちは人種差別・人権侵害を許しません」といった

趣旨のキャッチコピーの入ったステッカーや、コースター等を作成し、都内飲食店・宿泊

施設を営む事業者に対して無料配布（拡散のため、希望したところだけではなく、なるべ

く全ての事業者に配布する） 

 【参考】ドイツのレストランで、コースターに”No Racism”と書いてあったのを見た 

・「私たちは人種差別・人権侵害を許しません」といった趣旨のキャッチコピーの入ったス

テッカーを競技場内にも貼り付ける。競技時間の合間に、競技場内の電光掲示板に「私た

ちは人種差別を許しません」といった趣旨の画像を流す 

 【参考】野球に関して阪神タイガースが甲子園球場で画像を流したことあり（画像参照） 

 

● 組織委員会によるモニタリングと教育啓発 

・組織委員会の職員・ボランティア・取引先その他関係者などに、差別禁止、ヘイトスピ

ーチとは何か、日本でおきているヘイトスピーチの現状等について教育啓発を実施する 

・五輪の準備や実施にかかわる企業活動において、多くの移住労働者や民族的マイノリテ

ィがすでに就労しており、今後もその数の増加が見込まれる。彼・彼女らにたいする人権

侵害や人種差別を防止し、公正な労働環境を整備するよう、採用企業への教育啓発や就労

現場のモニタリングを実施する 

・オリンピックの準備や実施過程において、「テロ」対策・治安対策が強化されることが考

えられる。こうした対策が、行政機関や企業等によるマイノリティや特定の人びとへの差

別や人権侵害につながらないようモニタリングを実施する 
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・五輪会場内や周辺におけるヘイトデモ・街宣、ヘイトクライムが認められた場合、五輪

の理念に反するとして中止を求める（これらのデモ・街宣の主催者は、自分たちの行動を

必ず you tube などにアップして世界に発信しており、これを放置することが東京大会にも

たらすマイナスイメージは大きい） 

・インターネット上で、五輪に関連してヘイトスピーチが行われていないかモニタリング

を行い、認められた場合には、プロバイダーに即時削除を求める（削除の要否の判断はプ

ロバイダーの内部規定による） 

・上記の活動を行っていることを対外的にもアピールする 

 

● 「日本社会の多様性」のアピールと参加協働 

・ピョンチャンオリンピック開会式のように、式典等のイベントにおいて、日本に住む民

族的マイノリティ（朝鮮・中国・フィリピン・ブラジル・アイヌ・琉球等）の伝統芸能な

どを披露する場を設ける 

・五輪会場周辺には、日本の文化体験コーナーや、文化紹介のブースが設置されたり、イ

ベントが実施されると思われるが、コーナーやブースの一画に、日本に住む民族的マイノ

リティに関する展示を設ける 

・五輪関連行事への在日外国人の参加促進、ボランティアへの勧誘、各国在京大使館との

連携の実施など。一方で、通訳・翻訳をはじめ、専門性を必要とする事業・取り組みにつ

いては専門性の発揮にたいする対価を支払うことが必要である 

・人権労働・参加協働の分野で効果的な取り組みを実施するために、NGO や市民団体との

連携をより一層強化する 

 

● 組織委員会内部におけるダイバーシティの確保 

・スタッフやボランティアの採用に際して、性別、民族、国籍、障害、年齢、性的指向と

いった多様性に配慮した採用を行う旨の指針を策定し、かつ実施状況をモニタリングする 

 

● 協賛企業を通じたアピール 

・有力選手が登場するテレビやネットの協賛広告の中に、「ヘイトスピーチ、人種差別、人

権侵害を許さない」といった趣旨のメッセージを訴える広告を各社で作成してもらうよう

に呼びかける 

 【参考】新大久保でヘイトデモが頻繁に行われていた時期に、ある大手服飾メーカー

（earth music and ecology）が新宿など複数の駅で「ヘイトスピーチって何ですか」との

メッセージが入った女性モデルのポスターを作り掲示していたことがあり、とてもイン

パクトがあった 

 

●（東京都への要望）朝鮮学校への補助金支給を再開していただきたい。 

日本は、2014 年、国連人種差別撤廃委員会から、地方自治体による朝鮮学校への補助金

の復活及び維持を勧告されており、公権力による差別が解消されていない現状は東京五輪

開催前に是正されるべき 

以上 
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＜参考画像＞ 

甲子園における「ヘイトスピーチ、許さない」の表示 

 



東京オリンピック・パラリンピックを共生社会への一里塚に 

 

（公社）自由人権協会 旗手明 

 

１．日本に在留する外国人に対する意識の変革を！ 

日本に在留する外国人の数は、リーマンショックや東日本大震災などの影響による減少・

停滞の時期を過ぎ、近年著しく増加している。昨年６月末において 247 万人を数え、前年

同期比で 16.4 万人もの増加をみており、昨年 12 月末付の統計（近々発表予定）において

は、250万人を超えることが確実視されている（資料参照）。 

また、外国人労働者数はほぼ一貫して増加しているが、やはり近年の増加は著しく年に

15 万人を超えてきている。昨年 10 月末には 128万人ほどとなり、前年比 19 万人（18％）

もの増加を見て過去最高を更新している（資料参照）。他方、今年１月の有効求人倍率は 1.59

にも及び、44年ぶりという高さで国内の人手不足は深刻である。 

このように日本社会には、すでに外国人あるいは外国人労働者が数多く定着しており、彼

ら彼女らなしでは社会が回らない、外国人との共生が不可避である時代を迎えている。しか

し、国内には、こうした客観的な状況を正面から見ようとせず、日本社会が日本人だけで成

り立っているかのような意識が、また日本社会のことは日本人だけで決めればよいかのよ

うな意識が、いまだに払拭できていない。東京オリンピック・パラリンピックを開催するこ

とを通じて、外国人と共に生きる社会への覚醒がはかられればと期待する。 

そこで、東京オリンピック・パラリンピックを開催するにあたって、こうした外国人らを

含む日本社会の現状を反映した形で、その準備、実施に当たるべきであると考える。 

例示するならば、開催の準備過程及び各種事業への外国人の参加、開催時のボランティア

等への勧誘、各国の在京大使館との連携などが考えられる。特に留意すべきは、日本に在留

する外国人らを迎え入れられる側としてではなく、日本社会の一構成員として迎え入れる

側に位置づけることである。 

 

２．外国人労働者の権利脆弱性に注目を！ 

外国人労働者 128万人ほどの内訳をみると、留学生の資格外活動（アルバイト）が 26万

人、技能実習生が 25.8万人、専門的・技術的分野に 23.8万人などとなっている。 

このうち留学生においても、本来の学習目的ではなく労働のために留学生として来日す

る者もおり、他方、労働力として活用するために留学名目で受け入れ関連企業・施設等で働

かせる日本語学校等も存在し、「労働力としての留学生」の問題も重大な問題を引き起こし

ている。 

また、技能実習制度における深刻な人権侵害が明らかとなり、国際的な批判も相次ぐ中、

昨年 11月より技能実習法が施行され制度改善が期待されている。しかし、技能移転による

国際貢献という建前と、人手不足を補う労働力という実態との乖離＝根本的な矛盾に変わ

りはないため本質的な改善は難しく、新制度施行以降も人権侵害事例は後を絶たない。 

環境・人権・労働における国際水準を遵守することが求められるオリンピック・パラリン

ピックにおいては、問題の山積する外国人労働者に対して組織委員会による特別な注視が

必要と考える。人権侵害を受けるリスクの高い外国人労働者は、東京オリンピック・パラリ

ンピックに関わる施設建設や関連事業においても雇用されており、その実態把握（モニタリ

ング）は急務であると思われる。 

また、スポンサー企業及びそのサプライチェーンにおいても同様の問題をはらむ可能性

は否定できず、組織委員会においてもスポンサー企業等に対して、国際的な労働基準・人権

基準の観点から外国人労働者に関する取り組み（実態把握、リスク評価、リスク管理）を促

す必要がある。 

資料６－６ 



 

＜在留外国人統計＞ 法務省 

 

 

 

 

 

＜外国人雇用状況の届出状況＞ 厚生労働省 
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